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中間貸借対照表
（単位：百万円）

期 別
科 目 平成26年9月期末 平成27年9月期末

（資産の部）
現 金 預 け 金 19,538 11,909
商 品 有 価 証 券 3 3
有 価 証 券 57,008 60,395
貸 出 金 168,448 179,699
そ の 他 資 産 425 498

そ の 他 の 資 産 425 498
有 形 固 定 資 産 4,106 3,850
無 形 固 定 資 産 86 65
支 払 承 諾 見 返 685 744
貸 倒 引 当 金 △4,135 △4,206
〔資 産 の 部 合 計〕 246,168 252,959

（負債の部）
預 金 220,916 224,707
借 用 金 9,035 11,825
社 債 800 800
そ の 他 負 債 824 846

未 払 法 人 税 等 17 45
資 産 除 去 債 務 2 2
そ の 他 の 負 債 803 798

賞 与 引 当 金 96 100
役員退職慰労引当金 170 110
睡眠預金払戻損失引当金 100 111
繰 延 税 金 負 債 267 307
再評価に係る繰延税金負債 458 390
支 払 承 諾 685 744
〔負 債 の 部 合 計〕 233,355 239,944

（純資産の部）
資 本 金 2,679 2,679
資 本 剰 余 金 1,259 1,259

資 本 準 備 金 1,259 1,259
利 益 剰 余 金 6,527 6,816

利 益 準 備 金 745 773
その他利益剰余金 5,781 6,043
別 途 積 立 金 4,367 4,367
繰越利益剰余金 1,414 1,675

自 己 株 式 △56 △58
株 主 資 本 合 計 10,410 10,696
その他有価証券評価差額金 1,741 1,638
土 地 再 評 価 差 額 金 661 680
評価・換算差額等合計 2,402 2,319
〔純 資 産 の 部 合 計〕 12,812 13,015
負債及び純資産の部合計 246,168 252,959

中間損益計算書
（単位：百万円）

期 別
科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

経 常 収 益 3,010 3,106

資 金 運 用 収 益 2,399 2,314

（うち貸出金利息） （1,854） （1,617）

（うち有価証券利息配当金） （538） （691）

役 務 取 引 等 収 益 294 333

そ の 他 業 務 収 益 60 12

そ の 他 経 常 収 益 256 446

経 常 費 用 2,492 2,465

資 金 調 達 費 用 97 114

（う ち 預 金 利 息） （82） （98）

役 務 取 引 等 費 用 255 261

そ の 他 業 務 費 用 0 0

営 業 経 費 2,109 2,031

そ の 他 経 常 費 用 30 58

経 常 利 益 518 640

特 別 利 益 315 ―

退職給付制度改定益 285 ―

移 転 補 償 金 29 ―

特 別 損 失 5 32

固定資産処分損 5 0

減 損 損 失 ― 31

税 引 前 中 間 純 利 益 827 608

法人税、住民税及び事業税 19 86

法 人 税 等 調 整 額 236 88

法 人 税 等 合 計 255 175

中 間 純 利 益 571 433
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中間株主資本等変動計算書
平成26年度9月期 （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,679 1,259 731 4,367 922 6,021
当中間期変動額
利益準備金の積立 14 △14 ―
剰余金の配当 △65 △65
中間純利益 571 571
自己株式の取得
土地再評価差額金の取崩
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）
当中間期変動額合計 ― ― 14 ― 491 505
当中間期末残高 2,679 1,259 745 4,367 1,414 6,527

　

（単位：百万円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △54 9,906 1,283 661 1,944 11,851
当中間期変動額
利益準備金の積立
剰余金の配当 △65 △65
中間純利益 571 571
自己株式の取得 △2 △2 △2
土地再評価差額金の取崩
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） 457 ― 457 457

当中間期変動額合計 △2 503 457 ― 457 961
当中間期末残高 △56 10,410 1,741 661 2,402 12,812
　
平成27年度9月期 （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,679 1,259 759 4,367 1,306 6,433
当中間期変動額
利益準備金の積立 14 △14 ―
剰余金の配当 △65 △65
中間純利益 433 433
自己株式の取得
土地再評価差額金の取崩 15 15
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額）
当中間期変動額合計 ― ― 14 ― 368 382
当中間期末残高 2,679 1,259 773 4,367 1,675 6,816

　

（単位：百万円）
株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計 その他有価証券

評 価 差 額 金
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 △57 10,314 2,756 695 3,452 13,766
当中間期変動額
利益準備金の積立
剰余金の配当 △65 △65
中間純利益 433 433
自己株式の取得 △0 △0 △0
土地再評価差額金の取崩 15 15
株主資本以外の項目の
当中間期変動額（純額） △1,118 △15 △1,133 △1,133

当中間期変動額合計 △0 382 △1,118 △15 △1,133 △751
当中間期末残高 △58 10,696 1,638 680 2,319 13,015
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中間キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

期 別
科 目 平成26年9月期 平成27年9月期

営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前中間純利益 827 608
減価償却費 101 94
減損損失 ― 31
移転補償金 △29 ―
貸倒引当金の増減（△） △183 △139
賞与引当金の増減額（△は減少） △0 4
退職給付引当金の増減額（△は減少） △615 ―
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △57 △82
睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 2 8
資金運用収益 △2,399 △2,314
資金調達費用 97 114
有価証券関係損益（△） △130 △216
為替差損益（△は益） △0 0
固定資産処分損益（△は益） 5 0
貸出金の純増（△）減 △301 △7,879
預金の純増減（△） 8,381 7,421
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） 2,715 1,790
資金運用による収入 2,401 2,348
資金調達による支出 △87 △101
その他 289 34

小 計 11,017 1,721
移転補償金の受取額 29 ―
法人税等の支払額 △42 △72
営業活動によるキャッシュ・フロー 11,004 1,648

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △5,421 △5,701
有価証券の売却による収入 1,085 3,492
有価証券の償還による収入 2,848 2,819
有形固定資産の取得による支出 △146 △20
有形固定資産の売却による収入 9 ―
無形固定資産の取得による支出 △5 ―
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,630 589

財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △2 △0
配当金の支払額 △65 △65
財務活動によるキャッシュ・フロー △68 △66

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △0
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,305 2,172
現金及び現金同等物の期首残高 10,233 9,737
現金及び現金同等物の中間期末残高 19,538 11,909
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平成27年9月期 注記事項
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（重要な会計方針）
１． 商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法によ
り算定）により行っております。

２． 有価証券の評価基準及び評価方法
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均
法による償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価の
ある株式及び投資信託については原則として中間決算期末前１
ヵ月の市場価格等の平均に基づく時価法（売却原価は移動平均
法により算定）、時価のある株式及び投資信託以外については
原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は移動平均法により算定）、ただし時価を把握することが極め
て困難と認められるものについては、移動平均法による原価法
により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直
入法により処理しております。

３． 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定率法を採用し、年間減価償却費見積額
を期間により按分し計上しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
　建 物：６年～47年
　その他：３年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、
自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能
期間（５年）に基づいて償却しております。

（3）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定
資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間
を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残
存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがある
ものは当該残価保証額とし、それ以外のものは零としており
ます。
　なお、該当するリース資産はありません。

４． 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次
のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸
倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀
行等監査特別委員会報告第４号 平成24年７月４日）に規
定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権について
は、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における各々の
貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しておりま
す。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除
し、その残額のうち必要と認める額を計上しております。破
綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債
権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連
部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しておりま
す。

（2）賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払に備えるため、従業
員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間会計期間に帰属
する額を計上しております。

（3）役員退職慰労引当金
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備
えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当
中間会計期間末までに発生していると認められる額を計上し
ております。

（4）睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金につ
いて、預金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求
に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上してお
ります。

５． 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産については、中間決算日の為替相場による円換
算額を付しております。なお、外貨建の負債は保有しておりま
せん。

６． 中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、中間
貸借対照表上の「現金預け金」のうち現金および預入期間が３
ヵ月以内の預け金であります。

７． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており
ます。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当中
間会計期間の費用に計上しております。

（中間貸借対照表関係）
１． 貸出金のうち破綻先債権額及び延滞債権額は次のとおりであ
ります。
破綻先債権額 503百万円
延滞債権額 7,633百万円

　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期
間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て
又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった
貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計
上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令
第97号）第96条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又
は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻
先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として
利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

２． 貸出金のうち３ヵ月以上延滞債権額は次のとおりでありま
す。
３ヵ月以上延滞債権額 55百万円

　なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定
支払日の翌日から３ヵ月以上遅延している貸出金で破綻先債権
及び延滞債権に該当しないものであります。

３． 貸出金のうち貸出条件緩和債権額は次のとおりであります。
貸出条件緩和債権額 524百万円

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を
図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の
返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ
た貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該
当しないものであります。

４． 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出
条件緩和債権額の合計額は次のとおりであります。
合計額 8,717百万円

　なお、上記１．から４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除
前の金額であります。

５． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監
査委員会報告第24号 平成14年２月13日）に基づき金融取
引として処理しております。これにより受け入れた商業手形
は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を
有しておりますが、その額面金額は次のとおりであります。

1,189百万円
６． 担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保に供している資産
有価証券 13,883百万円

　担保資産に対応する債務
借用金 11,825百万円

　上記のほか、為替決済の取引の担保として、次のものを差し
入れております。
有価証券 3,097百万円
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　また、その他の資産には、保証金が含まれておりますが、そ
の金額は次のとおりであります。
保証金 56百万円

　なお、手形の再割引は、「銀行業における金融商品会計基準
適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第24号 平成14年２月13日）に基
づき金融取引として処理しておりますが、これにより引き渡し
た商業手形はありません。

７． 当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合
に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限
度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら
の契約に係る融資未実行残高は次のとおりであります。
融資未実行残高 11,165百万円
　うち原契約期間が１年以内のもの 9,656百万円

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するも
のであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将来
のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその
他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資
の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付
けられております。また、契約時において必要に応じて不動
産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め
定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応
じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

８． 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第
34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額に
ついては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰
延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を
「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
　再評価を行った年月日 平成10年３月31日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日
公布政令第119号）第２条第４号に定める地価税法第16
条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官が公表した方法により算
定した価額に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的
な調整を行って算出しております。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用の土地の当中
間会計期間末における時価の合計額と当該事業用の土地の再評
価後の帳簿価額の合計額との差額 936百万円

９． 有形固定資産の減価償却累計額
減価償却累計額 3,562百万円

10． 社債には、劣後特約付社債が含まれております。
劣後特約付社債 800百万円

11． 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取
引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額

150百万円

（中間損益計算書関係）
１． その他経常収益には、次のものを含んでおります。

貸倒引当金戻入益 122百万円
２． 減価償却実施額は次のとおりであります。

有形固定資産 81百万円
無形固定資産 13百万円

３． 減損損失
　当中間会計期間において、保有目的の変更等により、以下の
資産について回収可能価額まで減額し、当該減少額31百万円
を減損損失として特別損失に計上しております。
地 域 用 途 種 類 金 額
佐賀県内 営業用店舗２か所 土地、建物 31百万円
合 計 31百万円

　当行は、グルーピングの単位は営業店単位としております。
ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産については、
個々の物件単位でグルーピングをしております。また、本部等
銀行全体に関連する資産については共用資産としております。
　回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、路線価
等の市場価格を適切に反映している指標に基づいて評価した価
額により算定しております。

（中間株主資本等変動計算書関係）
１． 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数
に関する事項

（単位：千株）
当事業年度
期首株式数

当中間会計期間
増加株式数

当中間会計期間
減少株式数

当中間会計
期間末株式数 摘要

発行済株式
普通株式 22,034 ─ ─ 22,034
合 計 22,034 ─ ─ 22,034
自 己 株 式

普通株式 130 2 ― 133
(注)単元未満
株式の買取
りによる増
加

合 計 130 2 ― 133

２． 配当に関する事項
（1）当中間会計期間中の配当金支払額

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年６月26日
定時株主総会 普通株式 65 3.0 平成27年

３月31日
平成27年
６月29日

（2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効
力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

（決 議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

配当の
原資

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年11月10日
取締役会 普通株式 65 利益剰余金 3.0 平成27年

９月30日
平成27年
11月30日

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）
　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記され
ている科目の金額との関係

現金預け金勘定 11,909百万円
現金及び現金同等物 11,909百万円

（金融商品関係）
金融商品の時価等に関する事項
　中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおり
であります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ
る非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）
中間貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金預け金 11,909 11,909 ―
（2）商品有価証券

売買目的有価証券 3 3 ―
（3）有価証券

満期保有目的の債券 400 414 14
その他有価証券 59,819 59,819 ―

（4）貸出金 179,699
貸倒引当金（＊） △4,186

175,512 177,864 2,352
資産計 247,644 250,011 2,367
（1）預金 224,707 224,975 267
（2）借用金 11,825 11,825 ―
（3）社債 800 801 1
負債計 237,332 237,601 269

（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除
しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
資 産
（1）現金預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似して
いることから、当該帳簿価額を時価としております。満期の
ある預け金については、預入期間が短期間（１年以内）であ
り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。
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（2）商品有価証券
　ディーリング業務のために保有している債券等の有価証券
については、取引所の価格又は取引金融機関から提示された
価格によっております。

（3）有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機
関から提示された価格によっております。投資信託は、公表
されている基準価格によっております。
　自行保証付私募債の時価は、元利金の合計額をリスクフリ
ー・レートに信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価
値により算定しております。

（4）貸出金
　貸出金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利
を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なって
いない限り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該
帳簿価額を時価としております。固定金利によるものは、貸
出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額を期間別の無リスクの市場利子率に信用リスク相当
分を調整した利率で割り引いて時価を算定しております。
　また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等
については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担
保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定
しているため、時価は中間決算日における中間貸借対照表上
の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似
しており、当該価額を時価としております。
　貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの
特性により、返済期限を設けていないものについては、返済
見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似して
いるものと想定されるため、帳簿価額を時価としておりま
す。
負 債
（1）預金
　要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支
払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期預
金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その
割引率は、新規に預金を受け入れる際に使用する利率を用い
ております。

（2）借用金
　借用金については、約定期間が短期間（1年以内）であ
り、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
を時価としております。

（3）社債
　当行の発行する社債は、期間に基づく区分ごとに、元利金
の合計額をリスクフリー・レートに当行の信用リスク相当分
を調整した利率で割り引いて現在価値を算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の
中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時
価情報の「資産（3）その他有価証券」には含まれており
ません。

（単位：百万円）
区分 中間貸借対照表計上額

①非上場株式（＊1）（＊2） 175
②組合出資金（＊3） 0

合 計 175

（＊1）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握する
ことが極めて困難と認められることから時価開示の対象と
はしておりません。

（＊2）当中間会計期間において、非上場株式については減損処理
を行っておりません。

（＊3）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握
することが極めて困難と認められるもので構成されている
ものについては、時価開示の対象とはしておりません。

（ストック・オプション等関係）
　該当事項はありません。

（持分法損益等）
１． 関連会社に関する事項
　当行は関連会社がないため、「持分法損益等」の該当事項は
ありません。

２． 開示対象特別目的会社に関する事項
　当行は開示対象特別目的会社がないため、「持分法損益等」
の該当事項はありません。

（セグメント情報等）
【セグメント情報】
　当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略して
おります。
【関連情報】
１．サービスごとの情報
　当行は、銀行業として単一のサービスを提供しているため、
記載を省略しております。
２．地域ごとの情報
（1）経常収益
　当行は、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額
が中間損益計算書の経常収益の90％を超えるため、記載を
省略しております。

（2）有形固定資産
　当行は、本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸
借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載
を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報
　特定の顧客に対する経常収益で中間損益計算書の経常収益の
10％以上を占めるものがないため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
　当行は、銀行業の単一セグメントであるため、記載を省略して
おります。
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する
情報】
　該当事項はありません。
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
　該当事項はありません。

（１株当たり情報）
１． １株当たり純資産額
１株当たり純資産額 594.29円
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであ

ります。
純資産の部の合計額 13,015百万円
純資産の部の合計額から控除する金額 ―百万円
普通株式に係る中間期末の純資産額 13,015百万円

　１株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末の普通株式の数
21,901千株

２． １株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎
１株当たり中間純利益金額 19.78円
（算定上の基礎）
中間純利益 433百万円
普通株主に帰属しない金額 ―百万円
普通株式に係る中間純利益 433百万円
普通株式の期中平均株式数 21,902千株

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在
株式がないので記載しておりません。

（重要な後発事象）
　該当事項はありません。

　
　
　
平成26年度の中間財務諸表及び平成27年度の中間財務諸表については、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、新日本有限責
任監査法人の中間監査を受けております。
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